
事業概要 【公共⼟⽊施設占⽤許可システム】

実施地域 ⻑崎県 事業費 20,164千円

実施主体 ⻑崎県 ⼈⼝ 1,281,111⼈

事業概要
公共⼟⽊施設（道路、港湾、空港、河川、漁港）の占⽤許可申請について、コロナ禍にも対応した電⼦申請を
可能とする占⽤許可システムを構築し、申請から許可、料⾦納付までの⼀連の⼿続きを全てオンラインで完結可
能にすることにより、県⺠の利便性を向上。

具体
サービス

【公共⼟⽊施設占⽤許可申請オンラインサービス】
・道路や河川における⽔道管の敷設
・電柱などの設置
・港湾や漁港⽤地の資材置き場としての利⽤や
荷捌所（建屋）の設置

など、公共⼟⽊施設（道路、港湾、空港、河川、
漁港）の占⽤許可申請について、占⽤許可申請か
ら許可書の発⾏、占⽤料の納付までの⼀連の⼿続
きを全てオンラインで完結可能とするサービスを提供

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①占⽤許可申請におけるオンライン利⽤率
②占⽤許可申請におけるキャッシュレス決済利⽤数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①占⽤許可申請オンラインサービスの満⾜度
②占⽤許可申請に係るキャッシュレス決済利⽤率
③



事業概要 【遠隔授業配信センター開設事業】

実施地域 ⻑崎県全域 事業費 26,034千円

実施主体 ⻑崎県教育委員会 ⼈⼝ 1,281,111⼈

事業概要

本県では離島・半島地域における県⽴⾼校の⼩規模化が進み、多様な学びの提供が困難な状況にある。そこで
⻑崎県教育センター内に「⻑崎県遠隔授業配信センター（仮称）」を開設し、県⽴⾼校のニーズに基づく多様な
科⽬の配信を⾏うなどして、⽣徒の学びを充実させ県⽴⾼校の魅⼒化及び地域の活性化につなげる。また、外部
⼈材等を活⽤して、地域をフィールドとした探究的な学びを⽀援するなど「⻑崎ならでは」の学びを構築する。

具体
サービス

【遠隔授業等の配信】
• 配信センターから⼩規模⾼校に授業を配信
• 探究活動におけるオンライン⽣徒交流等を実施
• 企業・⼤学等から学校へ先進的な学びのコンテ

ンツを提供
• 遠隔授業において、エドテックを活⽤することによ

り、⽣徒の意⾒等の共有（協働的な学び）や
教育データを活⽤した指導（個別最適な学
び）を実現

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①遠隔授業の研修を受けた教員数
②遠隔授業を配信する教科数
③学校に提供する先進的な学びのコンテンツの数

【アウトカム指標（成果指標）】
①遠隔授業の効果（⽣徒の学習意欲等の向上）
②遠隔授業配信の充実度（教師の遠隔授業スキル）



事業概要 【学習データ活⽤による個別最適な学びの推進】

実施地域 ⻑崎県、県⽴⾼等学校 事業費 10,826千円

実施主体 ⻑崎県 ⼈⼝ 1,281,111⼈

事業概要
ＡＩ搭載デジタルドリルやデジタル採点サービス等、学習データの蓄積・分析が可能なEdTechサービスを県⽴⾼
校に導⼊・活⽤することを通して、⽣徒⼀⼈⼀⼈の理解度や学習の進捗に合わせた「個別最適な学び」を実現す
るとともに、教員が学習者個別の進捗状況や集団での理解度の傾向等を把握することで、授業や校務の最適
化・効率化を図る。

具体
サービス

【デジタルドリルサービス】
• すらら
• Qureous⾼校数学、中⾼英語
• tokuMo
• Libry
【デジタル採点システム】
• 百問繚乱
• 採点ナビ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①デジタルドリルサービスの平均利⽤回数
②デジタル採点サービスの平均利⽤回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①⽣徒の学習理解度
②教員の授業最適化・効率化推進度
③解答結果の分析による指導充実度



事業概要 【学校スタッフマッチングシステム】

実施地域 ⻑崎県全域 事業費 11,462千円

実施主体 ⻑崎県教育委員会 ⼈⼝ 1,281,111⼈

事業概要
全国的に教員採⽤試験の倍率が低下しているなか、本県においても低下の⼀途をたどっており、教育現場で勤
務する教職員の担い⼿不⾜が深刻化している。そのため、学校で働くことに興味がある⽅に気軽に登録いただける
システムを構築し、登録者側のニーズにマッチする有⽤な情報を電⼦メール等で⼀⻫配信することにより、教員やス
クール・サポート・スタッフ、部活動指導員など教育現場で勤務する多様な⼈材の確保に努める。

具体
サービス

【学校スタッフマッチングシステム構築事業】
• 教員や教育現場で勤務することに興味のある

⽅々に気軽に登録できるシステムを構築。
• 採⽤情報や研修動画など登録者のニーズに合う

情報を随時配信。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①学校スタッフマッチングシステム登録者数
②配信動画視聴回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①教員の充⾜率
②学校スタッフマッチングシステム利⽤満⾜度
③学校スタッフマッチングシステムを活⽤した採⽤者数



事業概要 【観光予測情報提供サービス】

実施地域 ⻑崎県佐世保市 事業費 4,015千円

実施主体 ⻑崎県佐世保市 ⼈⼝ 236,784⼈

事業概要
観光に関連するデータ（⼈流データ、SNSデータ）を収集・分析したものをダッシュボード化し、観光事業者の需
要予測、適時・効果的なプロモーションの実践に資する経営資源情報として活⽤できるようにする。
また、将来的にはそのデータを活⽤し市内観光コンテンツに関し観光客の志向性に合わせた情報提供を可能とす
る観光資源のレイアー設定(複数の訴求性設定)の構築を⽬指していく

具体
サービス

【観光予測情報提供サービス】
• ⼈流データ、SNSデータを組み合わせたダッシュ

ボードを主に観光事業者の利⽤を想定して公開
する(オープン化)。

• (公財)佐世保観光コンベンション協会公式ホー
ムページにて情報公開⽤ページを作成、主に市
内事業者に対し、利⽤啓発を並⾏して実施

• 導⼊にあたっては、事業者向けへの利活⽤啓発
セミナーの開催を⾏い、利⽤促進を図る

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ダッシュボード公開件数
②ダッシュボード閲覧件数等

【アウトカム指標（成果指標）】
①データ活⽤による事業計画⽴案数
②利⽤者の活⽤満⾜度

SNSデータ

⼈流データ

クロス分析

ダッシュボード



事業概要 【住⺠の安⼼安全のさらなる⾰新に向けた道路冠⽔・はん濫懸念箇所状況モニタリング】

実施地域 ⻑崎県佐世保市 事業費 49,831千円

実施主体 ⻑崎県佐世保市 ⼈⼝ 236,784⼈

事業概要

カメラやセンサーといったIoTの活⽤で、①⼤⾬等で道路冠⽔の可能性がある市道の遠隔モニタリングや②河川・
調整池等の増⽔によるはん濫懸念箇所の遠隔モニタリングをし、迅速かつ的確に必要な対処が⾏えるようにする。
地形特性上、⼩規模・急傾斜な河川が多く先読みした対応が必要という本市の環境においても、住⺠の安全

安⼼確保や被害を防ぐ・最⼩限化するのに必要な対処がいち早く取れることで、より安⼼して暮らすことができる。

具体
サービス

【①道路冠⽔状況モニタリング】
•局地的な豪⾬等での道路冠⽔発⽣に備えて、
現場状況を遠隔モニタリングすることで、住⺠の安
全安⼼確保のために必要な対処をいち早く⾏える
ようにするもの。

【②はん濫懸念箇所モニタリング】
•豪⾬等での河川等の増⽔に備えて、内⽔はん濫
の懸念がある箇所を遠隔モニタリングすることで、
周辺住⺠等への被害を防ぐあるいは最⼩限化す
るために必要な対処を迅速・的確に⾏えるように
するもの。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①道路冠⽔モニタリング区域数
②はん濫懸念箇所モニタリング区域数
③取得データを活⽤した対応マニュアルの年次の点
検・⾒直し・確認実施数

【アウトカム指標（成果指標）】
①対象地点における市⺠・警察からの通報によらない道路
冠⽔発⽣把握率

②対象地点における能動的かつ的確な増⽔状況把握率
③対応不備による住⺠からの冠⽔事故等の苦情数
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実施地域 ⻑崎県佐世保市 事業費 5,988千円

実施主体 ⻑崎県佐世保市 ⼈⼝ 236,784⼈

事業概要
本市⽔産センターでは、栽培漁業を⽬的とした放流⽤の種苗および養殖⽤の種苗⽣産を⾏っています。
⽔質管理・照度調整を⾏うシステムを導⼊することで、安定した種苗が供給できるとともに地域の要望に応じた
新たな種苗の⽣産が可能となるよう、⽔質及び照度調整を導⼊するものです。

具体
サービス

【⽔質管理・照度調整システム】
• ⽔質管理センサー︓⽔槽内の⽔質状態をセン

サーにより⾃動で取得することで、リアルタイムに
状況を確認することができるようになり、⽔質悪
化を早期に発⾒できるようになる。

• 無線調光LED︓⽔槽の照度を遠隔で調整する
ことで、種苗の給餌効率を上げ、効率的な⽣産
ができるようになる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①センサー設置⽔槽数

【アウトカム指標（成果指標）】
①新種苗の⽣産による販売⾦額の増
②新種苗の⽣産数の増

事業概要 【⽔産センターDX︓⽔質・照度管理システムによる給餌管理】

⽔質センサー
無線調光LED

⽣産の効率化

⽔質管理・照度調整システム

⽣産安定

⽣産供給 新種苗⽣産

⽣
産
時
間
短
縮



事業概要 【納付書のキャッシュレス化等推進事業】

実施地域 ⻑崎県⻑崎市 事業費 28,299千円
（全体事業費31,398千円）

実施主体 ⻑崎県⻑崎市 ⼈⼝ 398,357⼈

事業概要

・⻑崎市ＤＸ推進計画に掲げる「スマート市役所への変⾰」のもと、市⺠が市役所に⾜を運ばなく
ても市のサービスを享受できる仕組みの⼀環として、市⺠の利便性向上や業務の効率化を図り、市
役所全体でのキャッシュレス化等を推進するため、市が発⾏する原則として全ての納付書について、
キャッシュレス決済やコンビニエンスストアでの納付を⾏うための環境を整備するもの。

具体
サービス

●市が発⾏する原則（※）全ての納付書の⽀払い
について、多様な⽀払⽅法が可能となる。

（１）キャッシュレス決済
・ コード決済
・ 電⼦マネー
・ クレジットカード

（２）コンビニエンスストアでの納付

（※）⼀部の債権は、法令（地⽅⾃治法、 資⾦決済法）で、
コード決済やコンビニエンスストア納付について認められていない。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済が可能な納付書の種類
②納付書のキャッシュレス決済、コンビニ払いの利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①⾮来庁による納付者数
②キャッシュレス決済等に満⾜している市⺠の割合

納 付 書

２４時間コンビニでもスマホでも

多様な支払方法

いつでも・どこでも
様々な方法で納付可能に



事業概要 【市⺠と⾏政“双⽅良し”の窓⼝改善】

実施地域 ⻑崎県諫早市 事業費 120,387千円

実施主体 ⻑崎県諫早市 ⼈⼝ 134,691⼈

事業概要
市役所の利⽤の多くを占めるライフイベントに関連する⼿続について、「ワンストップ窓⼝」及び「書かない窓⼝」の導
⼊並びに「コンビニ交付サービス」及び「⾃動交付機」を導⼊することで、市⺠の窓⼝での滞在時間の短縮や窓⼝
混雑の解消など、市⺠サービスの向上を図り、併せて業務の効率化を図る。

具体
サービス

【窓⼝⽀援システム】
• ライフイベントに応じた⼿続ナビゲーション機能
• 申請書作成機能
• 証明書⾃動発⾏機能（RPA利⽤）

【各種証明書コンビニ交付サービス】
• 住⺠票の写し・印鑑証明書・⼾籍証明書（本

籍地証明）・所得証明書・課税（⾮課税）証
明書のコンビニ等での交付

• 市役所に⾃動交付機1台を設置

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①ワンストップ窓⼝対応件数
②コンビニ等⾃動交付機の交付件数
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝アンケートにおける市⺠満⾜度（％）
②コンビニ交付利⽤者満⾜度（％）
③⼿続の所要時間の削減（％）



事業概要 【公共施設案内・予約システム導⼊による市⺠利便性の向上】

実施地域 ⻑崎県諫早市 事業費 8,000千円

実施主体 ⻑崎県諫早市 ⼈⼝ 134,732⼈

事業概要 IＣＴを活⽤した案内・予約システムを導⼊し、インターネット上で施設の空き状況検索や予約を⾏える環境を構
築することで、市⺠の利便性の向上を図り、併せて施設管理者の事務改善を図る。

具体
サービス

【公共施設案内・予約システム】
• 空き状況検索機能
• 利⽤者登録機能
• 施設予約機能
• 抽選機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①施設の利⽤件数
②システムによる施設予約率（％）
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝アンケートにおける利⽤者満⾜度（％）
②
③



事業概要 【公開型GISを活⽤した⾏政情報発信による住⺠サービス向上】

実施地域 ⻑崎県⼤村市 事業費 64,405千円

実施主体 ⻑崎県⼤村市 ⼈⼝ 98,318⼈(R4.12.1時点)

事業概要
本市が紙で管理している都市計画基本図を更新・電⼦化し、公開型GISを導⼊して、本市保有の⾏政情報と
ともにホームページ上で公開することで、従来の窓⼝閲覧等における問合せ時間や来庁機会などの住⺠負担を軽
減します。さらに、防災情報や医療・福祉情報、⼦育て⽀援情報などのコンテンツを搭載することで、より⼀層住⺠
サービスに寄与できる情報を公開します。

具体
サービス

【都市計画基本図のデジタル化】
本市の周辺施設や地形を含めて変更する必要が
あり、アクセス道路等の変更、⾒直しを⾏い、新たな
共通基盤データを整備を⾏い、統合型GIS及び公
開型GISへ搭載することで事務の効率化及び、住⺠
サービスの向上を図る。

【公開型GISの導⼊】
上記基本図に加え、本市保有の⾏政情報や防災
情報、医療・福祉情報、⼦育て情報などのコンテンツ
を搭載し、住⺠サービスの向上を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公開マップ・レイヤーの累計数
②公開型GISのアクセス件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①公開型GISの利⽤満⾜度集計
②窓⼝来庁者の減少

既に確立されている
優良なモデル・サービス

公開型GIS

各種コンテンツを搭載

統合型GIS

公開型GISへ搭載

共通基盤データ更新
（都市計画基本図）

最新の
共通基盤データ更新



事業概要 【広報活動事業】

実施地域 ⻑崎県⼤村市 事業費 3,960千円

実施主体 ⻑崎県⼤村市 ⼈⼝ 98,318⼈(R4.12.1時点)

事業概要
ホームページやSNS等による市の情報発信において、これまでのように⽂章主体の情報発信では情報の伝達や拡
散に限界があるため、内容が伝わりやすいようにイラストを多⽤した対象者の関⼼を引く広報が必要である。
しかし、情報の内容に合致するイラストの作成には、担当者の能⼒や、作成時間が必要となるため、担当者の能
⼒に左右されず、時間短縮が図れるグラフィック作成サービスを導⼊する。

具体
サービス

【⾏政向けグラフィック作成サービス】
サービス専⽤のホームページで⼊⼒した情報をもと
に、⾃動的にAIが⼀⽬で情報の要旨が伝わるイラス
トを作成する。そのイラストを⽤い⾏政情報をSNSや
HPなど様々な媒体で発信することで、情報が市⺠を
素通りすることなく、市政情報等の認知度向上を図
る。
（使⽤例）
・本市を紹介するTV番組放送の告知
・セミナー等市⺠参加型イベントの告知
・税の申告のお知らせ
・新型コロナワクチン接種に関するお知らせ
・プレミアム商品券の使⽤期限のお知らせ

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①市公式SNS登録者の累計数

【アウトカム指標（成果指標）】
①提供される情報の満⾜度

グラフィック作成サービス



事業概要 【窓⼝受付⽀援システム構築事業】

実施地域 ⻑崎県⼤村市 事業費 45,521千円

実施主体 ⻑崎県⼤村市 ⼈⼝ 98,318⼈(R4.12.1時点)

事業概要
⾏政サービスの複雑化・多様化、少⼦⾼齢化に伴う⾏政サービスの維持が困難など様々な課題を解決するため、
窓⼝受付⽀援システムを導⼊し、市役所窓⼝での滞在時間の短縮や記⼊の負担軽減など市⺠の利便性の向
上を図るとともに、業務の効率化を図る。

具体
サービス

【窓⼝受付⽀援システム】
「書かない窓⼝を実現」するためOCRを活⽤した窓
⼝受付⽀援システムを導⼊する。
転出証明書等のOCR処理や既存住⺠記録システ
ムのデータを活⽤し、本来は市⺠が⼿書きにて作成
する住⺠異動届や異動に伴う申請書を職員がシス
テムで作成する。また、異動に伴わない申請書につい
ても、マイナンバーカードのＯＣＲ処理や既存の住⺠
記録システムのデータを活⽤し、職員がシステムで申
請書の作成を⾏うことで、市⺠の届出書等の記⼊負
担軽減を図る。
さらに、ＲＰＡを⽤いて、システムで作成した異動届
のデータを住⺠記録システムへ⾃動転記することで、
業務の効率化と待ち時間の短縮を図る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①転⼊届作成から署名（完了）に要する時間
②転⼊⼿続時の窓⼝滞在時間の短縮

【アウトカム指標（成果指標）】
①窓⼝利⽤者の満⾜度



事業概要 【教育・保育給付事業】

実施地域 ⻑崎県⼤村市 事業費 5,618千円

実施主体 ⻑崎県⼤村市 ⼈⼝ 98,318⼈(R4.12.1時点)

事業概要
市内保育所などの⼊所施設の利⽤調整（どの⼦どもをどの園へ⼊れるかの調整）について、AI⼊選考システムを
導⼊することにより、保育所⼊所選考に係る事務効率化による職員作業の負荷軽減、選考結果通知の早期化
及びマッチング件数の増加による待機児童解消を実現する。

具体
サービス

市内保育施設などの⼊所に係る利⽤調整業務
について、AI⼊所選考システムを活⽤し、早期に
申請者へ選考結果通知を⾏う。
【保育サービス】
・ 保育所等の⼊所申込み利⽤調整業務

【AI⼊所選考システム】
・ ⼊所選考等のAIシステム化

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①AI⼊所選考システムによる事務処理削減時間／
年
②マッチング件数／年
③AI⼊所選考システムで処理する⼊所申込数／年

【アウトカム指標（成果指標）】
①待機児童数（年度当初）
②選考結果通知までに要する時間の短縮/年



事業概要 【電⼦申請システム導⼊事業】

実施地域 ⻑崎県平⼾市 事業費 4,304千円

実施主体 ⻑崎県平⼾市、株式会社Bot Express ⼈⼝ 29,162⼈

事業概要
市⺠が来庁することなく、⾃宅等において⾏政⼿続を⾏うことができる環境を構築し、利便性の向上を図る。
また、気軽なコミュニケーションツールとしての活⽤により、市⺠の意⾒や思いを政策に反映させ⾏政サービスの改善
を図る。

具体
サービス

【電⼦申請サービス】

・各種申請、届出
・各種施設予約
・防災情報掲載
・問い合わせに対する⾃動応答
・対象者へのプッシュ通知など

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①平⼾市LINE公式アカウントの友だち登録者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①電⼦申請サービスの満⾜度
②電⼦申請サービスの利⽤者数
③プッシュ通知の実施回数

プッシュ通知

⼿続き



事業概要 【⽀所・本庁間遠隔相談窓⼝設置事業】

実施地域 ⻑崎県五島市 事業費 9,926千円

実施主体 ⻑崎県五島市 ⼈⼝ 34,956⼈（R5.1末時点）

事業概要
市内５⽀所にテレビ会議システムを活⽤した遠隔相談窓⼝を設置し、⽀所地域の住⺠が距離が遠い本庁舎ま
で⾏かずとも最寄りの⽀所庁舎で必要な相談等ができる環境を構築することで、住⺠の利便性向上及び⾏政
サービス提供体制の維持を図る。

具体
サービス

【遠隔相談窓⼝システム】
• 市内５⽀所（富江・⽟之浦・三井楽・岐宿・

奈留）に遠隔相談窓⼝を設置

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①遠隔相談窓⼝の年間利⽤者数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①遠隔相談窓⼝利⽤者の満⾜度
②
③

本庁

支所



実施地域 ⻑崎県雲仙市、市内全域 事業費 64,595千円

実施主体 ⻑崎県雲仙市 ⼈⼝ 41,886⼈

事業概要
本市は、広域の居住エリア並びに⾼齢化により、⾏政⼿続きのための来庁及び⼿続きに要する市⺠の負担が発
⽣している。また、社会インフラとなるマイナンバーカードの交付率が低いという課題がある。そのため、コンビニ交付
サービス、窓⼝でのデジタル申請⽀援、オンラインでの公共施設予約システムを導⼊することで、マイナンバーカード
利活⽤の機会を創出するとともに、⼿続きオンライン化により市⺠負担の軽減、サービス向上を図る。

具体
サービス

市⺠が市役所に来庁せず⼿続きが⾏える環境を構
築するとともに、来庁による窓⼝での⼿続きを⾏う際
もデジタル活⽤により申請⽀援を⾏い、簡素化、利
便性を⾼めた市⺠サービスを提供する。

【コンビニ交付サービス】
✓コンビニエンスストアでマイナンバーカードを使って証
明書を発⾏する

【市役所窓⼝でのデジタル申請⽀援】
✓窓⼝での転⼊、転居届の電⼦受付
✓各種⼿続き申請書作成⽀援
【キャッシュレス決済を併せた施設予約システム】
✓公共施設予約電⼦申請
✓公共施設利⽤状況管理
✓キャッシュレス決済による予約同時決済

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ交付証明書発⾏率
②デジタル窓⼝申請⽀援サービス利⽤率
③施設予約システム利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカード交付率
②窓⼝における⼿続きに要する時間
③施設予約システム利⽤者満⾜度

事業概要 【⾏政⼿続オンライン化事業】

市民

証明書交付
センター

市役所

コンビニ

証明書交付

マイナンバーカードで申請

マイナンバーカード
提示

異動受付支援シ
ステム

オンライン予約

キャッシュレス決済

施設予約
システム

利用許可通知

【施設予約システム】 【コンビニ交付サービス】

【窓口デジタル申請】



事業概要 【「書かない窓⼝」⽀援システムの構築事業】

実施地域 ⻑崎県南島原市 事業費 30,371千円

実施主体 ⻑崎県南島原市 ⼈⼝ 42,629⼈

事業概要
住⺠に⾝近な市役所窓⼝での各種⼿続きにおいて、デジタル技術やマイナンバーカードを活⽤したサービスを提供
し、住⺠の⾏政⼿続きに伴う負担軽減と職員の事務負担の軽減を図るとともに、システムの利便性を住⺠に広く
周知することで、マイナンバーカードの普及促進を図る。

具体
サービス

【事前申請サービス（⼿続きナビゲーション）】
• 住⺠が市ホームページや市公式LINEを通して

来庁前に情報を⼊⼒しておくことで、来庁の際に
必要な書類や持ち物、訪問する窓⼝の案内を
⾃動返答することができる。

• ⼿続き前（来庁前、来庁時の待ち時間等）に
事前申請情報を⼊⼒し、⼆次元コード化するこ
とにより、来庁後の⼿続きを省略可できる。

【申請書作成⽀援サービス】
• マイナンバーカードに格納されている４情報（運

転免許証の場合は３情報）または、事前申請
システムを利⽤し作成される⼆次元コードを利⽤
し、住⺠の⽅が申請書に⼿書きすることなく申請
書作成を⽀援する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①申請書作成⽀援サービスの利⽤⼈数
②事前申請サービスの利⽤件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①書かない窓⼝⽀援システム（サービス）の満⾜度
②窓⼝の⼿続きに要する時間（平均）
③マイナンバーカードの申請率



事業概要 【「キャッシュレス決済」システムの構築事業】

実施地域 ⻑崎県南島原市 事業費 3,508千円

実施主体 ⻑崎県南島原市 ⼈⼝ 42,629⼈

事業概要
キャッシュレス化需要の⾼まりに対し、「キャッシュレス決済」システムを導⼊することで市⺠サービスや利便性の向上
を図るとともに、感染症拡⼤防⽌にかかる⾮接触環境を整備する。併せて、職員の現⾦管理・会計処理等にかか
る業務の効率化を図る。

具体
サービス

【キャッシュレス決済システム】

• 窓⼝での諸証明発⾏⼿数料等の⽀払の際に、
専⽤端末１台でクレジットカード、電⼦マネーに
加え、コード決済が可能となる。

• ⾦額を⼊⼒した時点で、データとして保存され、
⽇報などへの２度打ちが不要となり、⼊⼒間違
いを防⽌する。

• 帳票の⾃動作成及びCSV出⼒が可能となり、
事務処理の⼯数が削減される。

• 種類ごとの⽀払種別が抽出可能となり、会計処
理における効率化が図られる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①キャッシュレス決済システムの利⽤率

【アウトカム指標（成果指標）】
①キャッシュレス決済システム（サービス）の満⾜度
②諸証明書発⾏⼿続きに要する時間（平均）

QRコード系
ペイント 国際ブランド

FeliCa系
電⼦マネー

セキュアな決済領域



事業概要 【電⼦地図システム構築事業】

実施地域 ⻑崎県南島原市 事業費 4,400千円

実施主体 ⻑崎県南島原市 ⼈⼝ 42,629⼈

事業概要 市の様々な情報を地図情報として閲覧できる電⼦地図システムを構築することで、都市計画情報等を⾃由に閲
覧することが可能となり、市⺠の利便性向上を図る。

具体
サービス

【都市計画区域確認サービス】
• 市ホームページにアクセスすることにより、利⽤する

⼟地の情報及び都市計画区域内であるかの確
認ができ、窓⼝へ来庁する必要がなくなる。

• 市ホームページにアクセスすることにより、利⽤する
⼟地が建築基準法上の道路に接道しているかど
うかの事前に確認ができ、来庁後の⼿続きを省
⼒化できる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①確認サービスのアクセス件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①⼿続きに要する時間（平均）
②都市計画区域確認サービスの満⾜度
③



事業概要 【ＬＩＮＥを活⽤した⾏政⼿続等のオンライン申請環境整備事業】

実施地域 ⻑崎県⻑与町 事業費 2,091千円

実施主体 ⻑崎県⻑与町 ⼈⼝ 40,420⼈

事業概要 SNSアプリ「LINE」を使って⾏政⼿続等のオンライン申請を可能とする環境を構築し、住⺠が来庁することなくス
マートフォンから24時間365⽇いつでもどこでもオンラインで申請することができるサービスを提供する。

具体
サービス

【LINEを活⽤したオンライン申請システム】
• オンラインによる各種通報
• オンラインによる各種申請
• オンラインによるアンケート
• オンラインによる窓⼝予約

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①⻑与町公式LINEアカウント友だち登録者数
②LINEでオンライン申請することが可能な⼿続数
③LINEを使ったオンライン申請の件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①LINEを活⽤したオンライン申請サービスの利⽤満⾜度
②
③



事業概要 【LINEを活⽤したオンライン受付サービス】

実施地域 ⻑崎県時津町 事業費 4,395千円

実施主体 ⻑崎県時津町 ⼈⼝ 29,473⼈

事業概要
LINEの公式アカウントの開設およびセグメント配信、オンライン申請が可能となる「LINE受付管理システム
（GovTec Express）」を導⼊して、住⺠と⾃治体における相互のやりとりが可能な「オンライン役場（仮）」を
構築することで、閉庁時（休⽇・夜間など）の受付や来庁不要など、住⺠の利便性を向上するとともに、オンライ
ン受付による職員のアナログ作業の減少や移動時間の短縮など業務効率化を実現する。

具体
サービス

【オンライン役場（仮）】
※時津町LINE公式アカウント
• 施設予約
• 各種オンライン申請
• 住⺠通報
• 情報発信
• 住⺠アンケート

【関連サービス】
• マイナポータル
• 各種SNS公式アカウント
• 防災無線

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
LINE友達登録者数

【アウトカム指標（成果指標）】
「時津町オンライン役場（仮）」の利⽤満⾜度

＜サービスイメージ＞

住民 役場

＜公式SNS＞
Youtube、Instagram

＜防災無線＞

オンライン役場（仮）



実施地域 ⻑崎県川棚町 事業費 30,000千円
実施主体 ⻑崎県川棚町 ⼈⼝ 13,400⼈（令和5年1⽉）

事業概要
近年、地球温暖化による⾃然災害の激甚化・頻発化は深刻であり、速やかな被災者⽀援の適⽤の判断材料と
して罹災証明書が重要となる。罹災証明書の申請・発⾏については、「川棚町罹災証明書等交付規程」に基づ
き対応しているところであるが、窓⼝対応が基本であり、本事業により、被災者が来庁することなく速やかに罹災証
明書をオンライン申請できるようにするものであり、合わせて固定資産相談サービスを実装するものである。

具体
サービス

【罹災証明オンライン申請サービス】
【固定資産お悩み相談サービス】
• 最新の航空写真画像の取得
• 地番図・家屋図更新
• 建物のアドレスベースレジストリの整備
• モバイル端末による通報機能
（位置情報・写真等）
• 罹災証明の発⾏⽀援機能

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①通報サービスを活⽤した相談件数
②通報サービスを活⽤した住⺠参加の⾃治会での防災訓練
の回数

【アウトカム指標（成果指標）】
①通報サービスの満⾜度
②通報サービスを活⽤した防災訓練参加者の満⾜度

DATA CENTER

【クラウド型GIS】

事業概要 【罹災証明・固定資産お悩み相談サービス事業】

【住⺠】
【職員】

オンライン申請・相談

連絡

【職員】
指⽰

確認

 来庁負担の軽減
 ⼿書書類の削減
 罹災証明・固定資産相談の対応迅速化



事業概要 【コンビニ交付サービス導⼊】

実施地域 全国 事業費 26,700千円

実施主体 ⻑崎県波佐⾒町 ⼈⼝ 14,283⼈

事業概要
コンビニ交付サービス︓マイナンバーカードを利⽤して、当町が発⾏する証明書（住⺠票・印鑑登録証明・⼾籍証
明・附票証明・税証明）が全国のコンビニエンスストア等のキオスク端末から取得できるサービス。また、当町在住
ではない本籍⼈の⼾籍証明・附票証明についても、事前登録することで郵送での請求をせずとも、全国のコンビニ
で取得することができるサービス。

具体
サービス

【コンビニ交付ービス】
• 全国のコンビニストア等のキオスク端末から住⺠票
や印鑑登録証明などの諸証明を取得できる。

• ⼟⽇祝⽇に関わらず、早朝から夜間まで、いつで
もどこでも証明書を取得することができる。

• 役場まで来ずとも、最寄りのコンビニエンスストア等
で証明書を取得することができる。

• 町外在住の本籍⼈においても本籍地証明交付の
利⽤登録をすることで、⼾籍・附票証明書を最寄
りのコンビニエンススト等で取得することができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①コンビニ交付証明書の発⾏件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
①マイナンバーカードの交付率
②利⽤者の満⾜度
③



事業概要 【⾏政⼿続きのデジタル化推進事業】

実施地域 ⻑崎県⼩値賀町全域 事業費 2,700千円

実施主体 ⻑崎県⼩値賀町 ⼈⼝ 2,239⼈(R4.12⽉末)

事業概要
⼩値賀町公式LINEの機能を拡張し、現在⼀⻫配信のみとなっている運⽤を⾒直すことにより、効果的な情報配
信、町内回覧等の配付物のデジタル化、様々な⾏政⼿続きをアプリ上で完結すること等が可能になり、町⺠⽣活
の利便性の向上を図る。

具体
サービス

【⾏政サービス】
• 紙ベースで毎週⾏っている町内回覧の電⼦化に

より、⾼齢化率の⾼い本町においての情報伝達
⼿段を増やす。

• 電話または来庁により申込をしていたイベント等
予約のオンライン化。

• 必要な情報・ほしい情報を⼿軽かつ簡単に⼊⼿
することが可能になる（チャットボット機能、セグメ
ント配信・案内）。

• 町⺠の主要な交通⼿段である船の運航情報の
配信や町⺠からの意⾒収集を⾏うことで、離島
の課題である公共交通の利便性向上を図る。

• 特定の年齢層（⾼齢者や新成⼈など）に対し、
年代にあわせた施策を⾏い、町の課題解決を図
る。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①公式LINEの友だち登録者数
②若年層に対するセグメント配信の通知数
③電⼦回覧板の開封率

【アウトカム指標（成果指標）】
①公式LINE利⽤者の満⾜度
②⼩値賀町出⾝の10~20代の公式LINE登録者数
③情報通信サービスに対する住⺠満⾜度

←行政メニュー

オンライン予約、電子回覧
板など町民生活の利便性向
上のためのコンテンツ

→診療所メニュー

本町の高齢化率の高さを考
慮したコンテンツ

←まちの魅力メニュー等

交流人口確保・定住促進等
を図るためのコンテンツ



事業概要 【「書かない窓⼝」実現事業】

実施地域 ⻑崎県⼩値賀町 事業費 4,521千円

実施主体 ⻑崎県⼩値賀町 ⼈⼝ 2,239⼈(R4.12⽉末)

事業概要
⾏政⼿続のオンライン化の⼀環として、窓⼝の対⾯⼿続において紙に書くことを求めない「書かない窓⼝」を実現す
べく、「マイナンバーカード対応記帳台」を導⼊する。証明書発⾏等各種申請の際に、住⺠が当該記帳台にマイナ
ンバーカードを読み込ませることで、申請様式への必要な印字を⾏い、申請に要する時間と⼿間を町⺠・職員の両
⾯において削減する。

具体
サービス

証明書発⾏等、各種申請のために⽇々住⺠が来
庁しているフロアに「マイナンバーカード対応記帳台」
を導⼊する。住⺠が来庁後、この記帳台に、マイナン
バーカードを読み込ませてから、付属するタッチパネル
式ディスプレイで必要な申請書を選択すると、⽒名・
住所・⽣年⽉⽇などがプリントされた申請書類を⼀
括して印刷・⼊⼿できるものである。券⾯事項の⼊
⼒作業を省略するための機能としてマイナンバーカー
ドに実装されている券⾯事項⼊⼒補助ＡＰを活⽤
している。現在、住⺠が⼿書きで書いている申請書
をマイナンバーカードを利⽤することで、書く⼿間と時
間の省略化ができる。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
① マイナンバーカード対応記帳台の利⽤件数
②
③

【アウトカム指標（成果指標）】
① マイナンバーカード対応記帳台サービスの満⾜度
② マイナンバーカード活⽤度
③
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